
四日市市告示第 390号 

 四日市市中小企業等持続化給付金交付要綱を次のように定める。 

  令和 2年 7月 2日 

                             四日市市長  森 智広 

 

   四日市市中小企業等持続化給付金交付要綱 

 （目的） 

第１条 この要綱は、新型コロナウイルスの感染拡大の影響により売上げが減少している中小法人等

及び個人事業者の経費の負担を軽減し、事業の継続を支援するため、事業全般に広く使える給付金

を交付することにより、事業の継続を下支えすることを目的とする。 

 （用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

 (1) 給付金 前条の目的を達成するために、四日市市中小企業等持続化給付金として本市によっ

て支払われる給付金をいう。 

 (2) 中小法人等 本市に本店を有する企業その他の法人等であって、令和２年４月１日において

次に掲げる要件のいずれかを満たすものをいう。ただし、組合若しくはその連合会又は一般社団

法人については、その直接又は間接の構成員たる事業者の３分の２以上が個人又は次に掲げる要

件のいずれかを満たす法人をいう。 

  ア 資本金の額又は出資の総額が 10億円未満であること 

  イ 資本金の額又は出資の総額が定められておらず、かつ、常時使用する従業員の数が 2,000人

以下であること 

 (3) 個人事業者 本市内で事業を行う個人であって、令和２年４月１日において本市の住民基本

台帳に記録されているものをいう。 

 （給付対象者） 

第３条 給付金の給付の対象となる者（以下「給付対象者」という。）は、中小法人等又は個人事業者

であって、別表第１に定める要件を満たす者のうち、次の各号に掲げる要件をすべて満たすものと

する。 

 (1) 次に掲げるいずれかに該当しないこと。 

  ア 次に掲げるいずれかの法人 

   (ｱ) 暴力団（四日市市暴力団排除条例（平成 23年四日市市条例第 9号。以下「条例」という。）

第 2条第 1号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）である者 

   (ｲ) 当該法人の役員が暴力団員（条例第 2 条第 2 号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

である者 

   (ｳ) 暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者 

   (ｴ) 国又は法人税法（昭和 40年法律第 34号）第２条第５号に規定する公共法人 

  イ 次に掲げるいずれかの個人 

   (ｱ) 暴力団員である者 

   (ｲ) 暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者 

 (2) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23年法律第 122号）第２条第５項



に規定する性風俗関連特殊営業及びこれに係る接客業務受託営業を行っていないこと。 

 (3) 政治的活動又は宗教的活動に係る事業を行っていないこと。 

 (4) 令和元年以前から事業により事業収入を得ており、今後も事業を継続する意思があること。 

 (5) 第４条の申請の日において国の給付する持続化給付金の給付の対象とならないこと。 

 （給付金の額） 

第４条 給付対象者に対して給付する給付金の額は、別表第２のとおりとする。 

 （交付申請） 

第５条 給付金の給付を受けようとする者は、次の各号に掲げる書類を添付し、四日市市中小企業等

持続化給付金交付申請書兼請求書（第１号様式）を市長に提出しなければならない。 

 (1) 令和元年（平成 31年）の各月の売上高を示した法人事業概況説明書及び確定申告書別表第一

の控えで税務署の受付がわかるもの（中小企業等の法人が申請者の場合に限る。なお、相当の事

由により提出できない場合、又は特定非営利活動法人、公益法人等が申請者である場合は、市長

の指定する書類により代替できる） 

 (2) 確定申告第一表の控え、所得税青色申告決算書の写しで税務署の受付がわかるもの（個人が

申請者の場合に限る。なお、相当の事由により提出できない場合は、市長の指定する書類により

代替できる） 

 (3) 令和２年から申請月の前月までの売上高を示した書類（売上台帳等） 

 (4) 履歴事項全部証明書の写し（中小企業等の法人が申請者の場合に限る） 

 (5) 申請者名義の通帳の写し（金融機関名、支店名、支店コード、口座番号、口座名義人がわかる

もの） 

 (6) その他、市長が必要と認める書類 

２ 前項の申請は、給付対象者１者につき１回限りとする。 

 （申請期限） 

第６条 前条の申請の期限は、令和３年１月２９日とする。 

 （交付決定） 

第７条 市長は、第５条の申請があったときは、速やかにその内容を審査し、給付金の交付の可否を

決定し、適当と認めたときは当該申請をした給付対象者に対し給付金を交付し、適当でないと認め

たときは四日市市中小企業等持続化給付金不交付決定通知書（第２号様式）により当該給付対象者

に通知するものとする。 

２ 前項の交付決定に係る通知は、給付金の振込をもって代えるものとする。 

 （不当利得の返還） 

第８条 市長は、前条の規定により給付金の給付決定を受けた給付対象者が給付対象者の要件を満た

さなくなったとき、又は偽りその他不正の手段により給付金の給付を受けたことが明らかになった

ときは、当該給付の決定を取り消し、給付を行った給付金の返還を求めるものとする。 

２ 前項の規定による給付金返還命令は、給付金返還命令書（第３号様式）によるものとする。 

 （権利の譲渡等の禁止） 

第９条 給付金の給付を受けようとする者は、給付金の交付を受ける権利を譲渡し、又は担保に供し

てはならない。 

 （調査） 



第 10条 市長は、給付金に係る予算の執行の適正を期するため必要があると認めたときは、給付金

の給付を受けた者に対し、報告を求め、又は調査を行うことができる。 

（四日市市補助金等交付規則の適用除外） 

第 11条 この給付金は、四日市市補助金等交付規則（昭和５７年四日市市規則第１１号）第２条第

１号の規定により市長が指定する給付金とする。 

 （補則） 

第 12条 この要綱に定めるもののほか、給付事業の実施に関し必要な事項は市長が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和２年７月３日から施行する。 

 （有効期限） 

２ この要綱は、令和３年３月３１日限り、その効力を失う。 

 

（商工農水部商工課） 

 

 

 

  



別表第１（第３条関係） 

分類 内容 

ア（平成 30年 12月 31日ま

でに事業を開始した者） 

令和２年１月から同年 12月までの間において、令和元年（平成 31

年）の同月と比較して事業収入が 20％以上 50％未満減少した月（以

下「対象月Ａ」という。）があること。 

イ（平成 31年１月１日から

令和元年 12月 31日までの

間に事業を開始した者） 

令和２年１月から同年 12月までの間において、令和元年（平成 31

年）における１月当たりの事業収入の平均と比較して事業収入が

20％以上 50％未満減少した月（以下「対象月Ｂ」という。）がある

こと。 

ウ（分類ア、イのうち月あ

たりの事業収入の変動が大

きい者） 

少なくとも令和２年の任意の１か月を含む連続した３か月（以下

「対象期間Ｃ」という。）の事業収入の合計が、前年同期間の３か月

（以下「基準期間Ｄ」という。）の事業収入の合計と比較して 20％

以上 50％未満減少している場合であって、基準期間の事業収入の合

計が、基準期間の終了月の属する事業年度の年間事業収入の 50％以

上であること。 

エ（事業収入を比較する２

つの月の間に合併を行って

いる者） 

令和２年１月から同年 12月までの間において、令和元年（平成 31

年）の同月における合併前の各法人の事業収入の合計と比較して事

業収入が 20％以上 50％未満減少した月（以下「対象月Ｅ」とい

う。）があること。 

オ（平成 30年又は平成 31

年に発行された罹災証明書

等を有する者） 

令和２年１月から同年 12月までの間において、罹災した直前年度の

同月と比較して事業収入が 20％以上 50％未満減少した月（以下「対

象月Ｆ」という。）があること。 

カ（事業収入を比較する２

つの月の間かつ令和２年１

月以降に個人事業者から法

人化した者） 

令和２年１月から同年 12月までの間において、令和元年（平成 31

年）の同月の法人化前の個人事業者の事業収入と比較して事業収入

が 20％以上 50％未満減少した月（以下「対象月Ｇ」という。）があ

ること。 

キ（事業収入を比較する２

つの月の間かつ令和２年１

月以降に事業の承継を受け

た者） 

令和２年１月から同年 12月までの間において、令和元年（平成 31

年）の同月の事業承継を行った者の事業収入と比較して事業収入が

20％以上 50％未満減少した月（以下「対象月Ｈ」という。）がある

こと。 

ク（令和２年１月１日から

同年３月 31日までの間に事

業を開始した者又は令和元

年（平成 31年）に事業を開

始し令和２年１月以降から

事業収入を得始めた者） 

令和２年４月から同年 12月までの間において、同年１月から同年３

月までにおける１月当たりの事業収入の平均と比較して事業収入が

20％以上 50％未満減少した月（以下「対象月Ｉ」という。）がある

こと。 

備考 令和元年分の確定申告が完了していない場合、又はその他相当の事由により提出できない場

合は、表中の令和元年（平成 31年）を平成 30年で代替することができる。 



別表第２（第４条関係） 

区分 給付金の額 給付基準額 

中小法

人等 

給付基準額

又は 40 万

円のいずれ

か少ない方

の額 

次に掲げる区分に応じ、次に定める額（１円未満の端数が生じたときは、その端

数を切り捨てた額） 

（１）別表第１の分類アに該当する者 

 対象月Ａが属する事業年度の直前事業年度の事業収入の合計額－対象月Ａの

うち令和元年（平成 31年）の同月と比較して事業収入の減少の割合が最も大

きい月の事業収入の額×12 

（２）別表第１の分類イに該当する者 

令和元年（平成 31年）の事業収入の合計額÷令和元年（平成 31年）の事

業実施月数×12－対象月Ｂのうち事業収入の最も少ない月の事業収入の額×12 

（３）別表第１の分類ウに該当する者 

基準期間Ｄの事業収入の合計額－対象期間Ｃの事業収入の合計額 

（４）別表第１の分類エに該当する者 

  合併前の各法人の令和元年（平成 31年）の事業収入の合計額－対象月Ｅの

うち令和元年（平成 31年）の同月と比較して事業収入の減少の割合が最も大

きい月の事業収入の額×12 

（５）別表第１の分類オに該当する者 

罹災証明等を受けた日の属する事業年度の直前の事業年度の事業収入の合計

額－対象月Ｆのうち令和元年（平成 31年）の同月と比較して事業収入の減少

の割合が最も大きい月の事業収入の額×12 

（６）別表第１の分類カに該当する者 

 令和元年（平成 31年）の法人化前の個人事業者の事業収入の合計額－対象

月Ｇのうち令和元年（平成 31年）の同月と比較して事業収入の減少の割合が

最も大きい月の事業収入の額×12（ただし、法人設立日が令和２年１月１日か

ら同年４月１日までの場合は給付金の上限を 40万円とし、法人設立日が同年

４月２日以降の場合は給付金の上限を 20万円とする。） 

（７）別表第１の分類キに該当する者 

令和元年（平成 31年）の事業承継を行った者の事業収入の合計額－対象

月Ｈのうち令和元年（平成 31年）の同月と比較して事業収入の減少の割合が

最も大きい月の事業収入の額×12 

（８）別表第１の分類クに該当する者 

令和２年１月から同年３月までの事業収入の合計額÷当該期間における 事

業実施月数（事業の開始が月の途中である場合は操業日数に関わらず、１月と

みなす。）×６－対象月Ｉのうち事業収入の最も少ない月の事業収入の額×６ 

個人事

業者 

給付基準額

又は 20 万

円のいずれ

か少ない方

の額 

備考 令和元年分の確定申告が完了していない場合、又はその他相当の事由により提出できない場合

は、表中の令和元年（平成 31年）を平成 30年で代替することができる。 

 

 



第１号様式（第５条関係） 

 

四日市市中小企業等持続化給付金交付申請書兼請求書 

年  月  日  

（あて先） 

四日市市長 

（申請者）         

住 所          

名 称          

氏 名            印 

 

四日市市中小企業等持続化給付金の交付を受けたいので、5 に記載の誓約に関する同意をした上

で、下記のとおり申請し、給付金を請求します。 

 

記 

 

1 給付金請求額     金          円（計算式のＧの金額） 

（計算式（1）、（2）、（3）、（4）のうち該当するＧの金額を記載してください。） 

 

 



2 事業者情報 

主 た る 業 種  

事業開始年月日        年       月       日 

所 在 地 四日市市 

資 本 金                  （法人のみ） 

従 業 員 数                 人（常時使用している従業員） 

電 話 番 号  

携 帯 電 話 番 号  

 

3 給付申請額の計算 

※（1）、（2）、（3）、（4）のうち該当する計算式のみ記入してください。 

（1）通常の計算式 

対象月の売上高 Ａ 前年同月の売上高 Ｂ 減少率 Ｃ 

年  月 年  月 （Ｂ-Ａ）/Ｂ×100 

円 円 ％ 

  
20%以上 50%未満が対象 

  

  

Ｄ Ｅ Ｆ 

Ｂの月を含む年間総売上高 Ａ×12ヶ月 Ｄ－Ｅ 

円 円 円 

  Ｇ（給付申請額） 

  以下の上限とＦの小さい金額 

※法人上限 40万円 

※個人上限 20万円 

  円 

 

 

 

 

 

※特例に関する計算式は次ページ以降にあります。 

 

 

 



 

（2）新規創業事業者の計算式（2019年に新規開業した事業者） 

対象月の売上高 Ａ 前年の月平均の売上高 Ｂ 減少率 Ｃ 

 

2020年  月 

2019年の総売上高/ 

2019年の開業後月数※ 

 

（Ｂ-Ａ）/Ｂ×100 

円 円 ％ 

              ※開業した月は、日数に関わ

らず 1ヶ月とみなします。 
20%以上 50%未満が対象 

 

前年の総売上高 Ｄ 対象年度の総売上高 Ｅ  Ｆ 

Ｂ×12ヶ月 Ａ×12ヶ月 Ｄ－Ｅ 

円 円 円 

  Ｇ（給付申請額） 

  以下の上限とＦの小さい金額 

※法人上限 40万円 

※個人上限 20万円 

  円 

  

（3）新規創業事業者の計算式（2020年の 1月から 3月に新規開業した事業者） 

※2019年 1月から同年 12月の間に開業した事業者で 2019年の事業収入が存在しない（0円）の場合

も本計算式に記入できます。 

 対象月の売上高 Ａ 2020年 1月から 3月の 

月平均の売上高 Ｂ 

減少率 Ｃ 

 

2020年  月 

2020年の 1月から 3月の間の

総売上高/開業月数※ 

 

（Ｂ-Ａ）/Ｂ×100 

円 円 ％ 

              ※開業した月は、日数に関わ

らず 1ヶ月とみなします。 
20％以上 50％未満が対象 

 

基準売上高 Ｄ 比較売上高 Ｅ  Ｆ 

Ｂ×6 Ａ×6 Ｄ－Ｅ 

円 円 円 

  Ｇ（給付申請額） 

  以下の上限とＦの小さい金額 

※法人上限 40万円 

※個人上限 20万円 

  円 

 

 

 



 

(4）季節性収入がある事業者の計算式（月当たりの事業収入の変動が大きい事業者） 

売上高の減少率➀ （➀と➁を両方満たす必要があります） 

任意の 1ヵ月※を含む連続した

3ヵ月の売上高の合計 Ａ 

Ａの前年同期間の 3ヵ月の売

上高 Ｂ 

減少率 Ｃ 

（2019年から 2020年） 

年 月から   年 月 

（2018年から 2019年） 

  年 月から   年 月 

 

（Ｂ-Ａ）/Ｂ×100 

円 円 ％ 

※少なくとも 2020年の任意の 1 

月を含む必要がありま

す。 

 

20％以上 50％未満が対象 

  

売上高割合➁ 

前事業年度の総売上高 Ｄ 売上高割合 Ｅ 

年  月から年  月 Ｂ/Ｄ×100 

円 ％ 

              
50％以上が対象 

 

 

Ｆ 

Ｂ－Ａ 

円 

Ｇ（給付申請額） 

以下の上限とＧの小さい金額 

※法人上限 40万円 

※個人上限 20万円 

円 

 

 

※記載にあたっては、別紙記入例をご参照ください。 

 



4 給付金の振込口座 

金融機関名 

1．銀行 4．信連 

2．金庫 5．農協 

3．信組 6．漁協 

5．農協 7．信漁連 

支店名 

本・支店                 

本・支所  

出張所 

口座種別 １．普通  ２．当座 

口座番号  

口座名義（フリガナ）  

口座名義  

ゆうちょ銀行の場合 （通帳記号）        （通帳番号） 

 

5 誓約に関する同意 

四日市市中小企業等持続化給付金の申請にあたり、下記の事項について誓約します。 

なお、誓約した事項に偽りがあることが判明した場合には、給付された四日市市中小 

企業等持続化給付金を全額返還することに同意します。 

１ 給付金の申請に当たって提出する書類の写しは、全て原本と相違ありません。 

２ 申請日時点において、国（経済産業省）の持続化給付金の申請はしていません。また 

今後も申請は行いません。国（経済産業省）の持続化給付金の交付を受けた場合は、給 

付金を全額返金します。 

３ 四日市市長が必要と認める場合は、国（経済産業省）へ持続化給付金の申請内容及び 

受給状況を照会し、及び確認することを承諾します。 

４ 四日市市長が必要と認める場合は、納税者情報・納付状況の確認、関係書類の提出、 

事情聴取等の調査に協力します。  

５ 以下の項目に該当しません。  

（１）暴力団（四日市市暴力団排除条例（平成 23 年四日市市条例第 9 号。以下「条例」 

という。）第 2 条第 1 号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）である者 

（２）法人である場合、役員が暴力団員（条例第 2 条第 2 号に規定する暴力団員をいう。 

以下同じ。）である者 

（３）暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者 

（４）政治団体で政治活動を行っている者 

（５）宗教上の組織・団体で宗教活動を行っている者 

（６）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律に規定する「性風俗関連特殊営 

業」、当該営業に係る「接客業務受託営業」を行う者 

６ 申請書の記載内容及び添付書類に一切の虚偽はありません。  



第２号様式（第７条関係）  

  第   号  

 

住  所          

名  称          

氏  名          

 

四日市市中小企業等持続化給付金不交付決定通知書 

 

年  月  日付けで交付申請のあった四日市市中小企業等持続化給付金については、下記のと

おり交付できませんので通知します。 

 

年  月  日 

四日市市長      印  

 

記  

 

1 不交付の理由 

 



第３号様式（第８条関係）                  

          第   号  

 

住  所          

名  称          

氏  名          

 

給付金返還命令書 

 

四日市市中小企業等持続化給付金交付要綱第８条の規定により、次のとおり給付金の返還を命じま

す。 

 

給付金の返還を

命 ず る 理 由 

 

 

 

給付金返還額              円 

納 入 期 限 年   月   日 

 

 


